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震災復興の手順と対応におけるポイント 

東日本大震災からの復興まちづくりの取組から得られた教訓のうち、事前対応及び事後対応

のポイントを抽出する。 
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（１）震災復興の手順と事前対応におけるポイント 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

  

図 4-1-1 震災復興の手順と事前対応のポイント 

【事前対応におけるポイント】 

☆国や他の自治体が被災現況調査を支援できる仕組みの検討 
☆防災協定による自治体間の相互支援体制の構築 
☆調査業務の早期契約に向けた事前準備 
☆被災現況調査の事前検討 
☆市町庁舎の安全性の確保 
☆紙資料の電子データ化と複数の安全な場所でのバックアップ 

☆検討体制の確保と判断基準の事前検討 
 

☆商工会との連携による事業者リストの作成 
 

☆復興まちづくり検討体制の明確化 
☆課題の分析と事前の検討 
☆復興まちづくりの事前検討 
☆復興まちづくりの方向性に関する検討及び地域住民等との合

意形成 
 

☆津波シミュレーションの事前検討 
☆災害危険区域の事前検討 
☆事前の津波シミュレーションによる災害危険区域の想定 
 

☆移転候補地の事前の抽出 
 

初動期段階 

被災状況調査の実施 

建築制限の検討 

住民等意向調査の実施 

震災復興計画の策定 

事業計画段階 

災害危険区域の指定 

事業計画の検討 

事業実施体制の検討 

東日本大震災復興特別区域法 
に基づく特例の活用 

事業実施段階 

 

 

設計 

用地買収 

工事 

引き渡し 

☆自治体間の災害協定に基づく応援職員の検討 
☆発注方式に関する事前検討 
 

☆国土調査の実施 
☆先行買収のための予算の検討 
☆抵当権抹消に関する金融機関との事前の調整 
☆相続未了用地の処理方法に関する指針の作成 
 

☆発注手続きの期間短縮に寄与する準備の実施 
☆盛土材の需給調整に関する事前の対応 
☆事業者間の連絡協議体制の構築 
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（２）震災復興の手順と事後対応におけるポイント 
 
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

 

 
 

 

 

【事後対応におけるポイント】 

図 4-1-2 震災復興の手順と事後対応のポイント 

 

初動期段階 

被災状況調査の実施 

建築制限の検討 

住民等意向調査の実施 

震災復興計画の策定 

事業計画段階 

災害危険区域の指定 

事業計画の検討 

東日本大震災復興特別区域法 
に基づく特例の活用 

事業実施体制の検討 

事業実施段階 

★被災状況からの建築制限の必要性の判断 
★建築制限区域の境界は現地で明示 
★建築制限区域の解除による住宅・事業所再建の促進 
★建築制限区域の変更範囲の周知 

★被災者データベースの構築 
★他部局との連携による意向把握方法の検討 
★家族内での様々な意向の把握 
★多様な層の意向の把握 
★意思決定に必要となる情報提供 
★意向変化を確認できる調査の実施 
★意向変化の可能性のある世帯を対象とした意向確認 

★迅速な協議体制の確立 
★コーディネーターの確保 
★事業者意向を踏まえた産業団地の計画策定 
★産業構造の変化に応じた新たな産業基盤整備 
★多様な方法での計画周知と住民意見の把握 

★災害リスクへの対応方法の決定 
★災害危険区域の見直しと地域への丁寧な説明 

★応援職員等によるマンパワーの確保 
★知識・経験を有する組織・人材の支援確保 
★工事発注手続きの効率化 
★実務レベルでの横断的な情報共有 
★地区まちづくりにおける民間コンサルタントの活用 
★復興事業の段階に応じた組織体制の見直し 

★外部経験者の招聘 
★複数事業の連携 
★移転元地の集約・整序 
★地域住民からの情報収集 
★住民に対する分かりやすい事業説明の実施 
★住民への丁寧な説明と信頼関係の構築 
★移転先地の見学会の実施 
★意向変化を考慮した計画策定 
★住民の意向を受けた事業の見直し 

★ワークショップなどの実施 
★住民の意向変化へ対応した設計の修正 
 

★関係機関との連携による早期引き渡し 
★工事完了前の宅地申し込み 
★理解を得るための丁寧な情報提供 
★既存コミュニティに配慮した宅地申し込み方法の検討 
★土地の利活用に向けたマッチングの検討 

設計 

用地買収 

工事 

引き渡し 

★登記簿地籍での用地買収 
★基金を活用した事業認可前の用地買収 
★地権者との信頼関係の構築 
★金融機関の協力による抵当権の抹消（移転元地） 
★抵当権付きの用地の除外（移転先地） 
★相続未了用地の地権者に対する司法書士などの活用の提案 
★相続未了用地の除外（移転先地） 
★移転希望者に対する用地買収の検討 

★既存制度を最大限活用した早期着手の検討 
★早期宅地供給に向けた適切な対策の実施 
★早期再建に配慮した段階的整備 
★地区全体の施行ステップの作成 
★定期的な意向調査と計画の柔軟な見直し 
★需要が確定したエリアからの段階的な整備 
★工程管理に向けた取組 
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